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2つの基本目標を掲げ、各施策を推進します。

（１）持続可能なインフラの構築・運営

将来にわたって安定的に下水道事業を提供するため、整備したインフラに対し「老朽化対策」や「耐震

化対策」を実施し、下水道機能の持続性確保に努めます。

（２）下水道経営の健全化

生活環境及び公共用水域の水質保全の機能を果たすため、未整備区域の整備と水洗化人口の増加を推進

するとともに、投資・財源の収支バランスの適正化を目指し、「使用料収入の確保」、「一般会計からの繰入

金削減」 など、下水道経営の健全化を図ります。

２．将来の事業環境

３．経営の基本方針

〇本町の下水道事業は、二つ以上の市町村にまたがって下水道を整備する流域下水道事業であり、岐阜県が幹線

管きょ及び終末処理場を整備・管理し、本町が整備・管理する下水道管きょを流域下水道の幹線管きょに接続し、

終末処理場にて下水を排除するものです。本町では、昭和53年に流域関連公共下水道事業として着手し、平成３

年度から木曽川右岸流域下水道へ接続し供用開始しています。令和５年度末現在では、普及率97.0％に達し、概

ね整備は完了しており、今後は維持管理・機能強化（耐震化）への対応が求められています。

〇本町の下水道事業の経営状況は、経営比較分析表（令和４年度）において経営の現状や課題等を把握すること

ができ、経費回収率（使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標）が100％を下回って

います。一方で、本町の使用料単価は、令和５年度時点で「95.4円/m3」と総務省が目安としている適正な使用料

である「150円/m3」を大きく下回り、水洗化率（水洗化人口／整備人口）については「約87.5％」と令和４年度の

岐阜県の平均値「86.4％」とほぼ同じです。経費削減や水洗化率向上による収益増加には上限はあるため、適正

な使用料収入を確保する必要があります。

（１）処理区域内人口と年間有収水量

全国的に人口は減少傾向であり、本町の行政

区域内人口についても、令和７年度をピークに

減少していくと予想されます。有収水量は、令和

17年度までの下水道区域の拡大とそれ以降の水洗

化人口の増加に伴い、令和16年度までは増加しま

すが、以降は行政区域内人口の減少に伴い減少す

ると考えられます。

（２）使用料収入

1人当たりの排水量が大幅に変化しないと見込

まれることから、処理区域内人口の減少が年間有

収水量の減少や料金収入減少の大きな要因となり

ます。当面は水洗化率の向上に伴う増加が見込め

ます。

使用料収入などの財源と更新需要拡大などの投

資との収支ギャップが生じないよう効率的な施設

更新を行いますが、厳しい経営環境が予想される

ため、財源確保が必要になります。

１．下水道事業の概要

5年毎に、実施状況と計画に乖離があるか確認を行い、乖離がある場合その原因を分析し、結果を経営戦略の

改定に反映させるとともに、計画及び事業の改善を行います。

６．経営戦略の事後検証

５．今後の検討予定

本町の下水道事業は、一般会計からの繰入金を補填し運営を維持している状況であります。本来、公営企業で

ある公共下水道事業は、独立採算制の原則に基づき事業活動の費用は一般会計からの財源に依存することなく、

事業の運営に伴う収入（使用料収入など）によって賄うこととされています。今後、下水道事業を安定かつ持続

的に経営していくために、令和８年度を目途に料金改定し、安定した財源確保を図るとともに一般会計からの繰

入金の削減を図ります。

今後、汚水管の改築に係る国費支援のために、令和11年度からウォーターPPPの導入を予定しています。

《投資について》

投資の内容

（１）下水道整備区域の拡大 （２）新規家屋に対する下水道整備

（３）流域下水道事業建設負担金（４）マンホール本体の耐震化

（５）マンホールポンプ場における設備の改築

《財源について》

財源の内容

下水道事業の財源として構成される主なものは、使用料収入、国(県)補助金、企業債、他会計繰入金です。

〇使用料収入 ：有収水量を推定し最新の使用料単価(使用料収入/有収水量)の実績を乗じて推計しています。

〇国庫補助金 ：国庫による交付金が見込める事業(主に建設事業)に関しては、交付金を見込んでいます。

〇企業債 ：「下水道事業の手引き」に基づき借入を行います。ただし、公共枡設置工事は借入せず、

流域下水道建設負担金は100％借入を行います。

〇他会計繰入金：一般会計からの繰入金を見込んでいます。総務省通知の繰出基準を踏まえて推計しています。

投資・財政計画シミュレーション【将来の見通し】 （単位：千円）

４．投資・財政計画

投資の目標（令和16年度）

〇下水道区域の拡大

普及率：97.0％→99.8％

※令和17年度整備完了予定

項　目 R5 R16 比較

処理区域内人口（人） 25,403 25,332 -71

有収水量（㎥/年） 2,625,733 3,003,585 377,852

項　目 R5 R16 比較

使用料収入（千円） 250,480 288,344 37,864


